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はじめに

CRDS特任フェロー　柴田 大輔

1960年代以後の海外からの食料輸入に伴う食料自給率の低下は、日本の食料安全保障に関する多くの議
論を引き起こしたが、現在に至るまで自給率の低下は続いている。幸いなことに、国内での深刻な食料不足
は生じてこなかった。その背景には、これまでの安定な国際情勢と日本の経済力の強さと安定性が貢献してき
た。急激な外的要因が生じれば国民が困窮する可能性があるとの危機感は常に認識されてきたが、対策は十
分にはとられていない。つまり、外的要因を予測することの不確実性が、現状をよしとする正常性バイアスを
引き起こしている。

一方、地球環境は人類にとって不都合な方向に確実に向かっていることが科学的根拠に基づいて示されて
おり、食料生産の低下が予見されている。温室効果ガス排出に伴う気候変動ばかりではなく、プラネタリーバ
ウンダリーで示されている環境要因の多くが地球の限界を超えており、生物生産を支えている生物多様性も危
機的状況である。このような地球環境悪化への科学的予測は、長期的視点で持続可能な食料供給を行うこと
の重要性を示しており、技術革新のための強力な研究開発支援が必要である。

本報告書では、世界と日本の食料供給の現状を概観し、長期的には食料安全保障を支えるのは「土地利用」
を軸とした持続可能な食料生産であり、そこには技術革新が重要であること、僅か数品目の大量の穀物を貿
易する現在の食料供給から、人類の健康に必要な栄養を確実に供給する栄養安全保障へと変化する必要があ
ることを述べる。この栄養安全保障を達成するプロセスは、過度な肉食の抑制に繋がり、海外からの飼料輸
入の依存度を下げ、日本の自給率向上につながることになる。
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エグゼクティブサマリー　

科学技術振興機構 研究開発戦略センター（JST-CRDS）ライフサイエンス・臨床医学ユニットでは、健康
で持続可能な食の実現に必要な研究開発に関する調査を、2023年から複層的に進めてきた。その概要を図i
に示す。

図i　　　健康で持続可能な食の実現に関わる研究開発調査と関連報告書の概要

健康で持続可能な食の調査の一環として、食料安全保障の根幹である安定供給に焦点をあて、本報告書を
取りまとめることとした。あわせて、食料需要に応える供給を実現するという視点だけでなく、ヒトの健康維
持に必要な栄養を供給するという栄養安全保障についても紹介する。健康に資する食に関する研究開発につ
いては、既刊「次世代型食・栄養研究」プロポーザル e1）で重点的に取り上げ、また、食料システムによる
地球環境負荷の実態とその対策については既刊の調査報告書「持続可能な食料システム」e2）にまとめたため、
本報告書では食料生産技術に重点を置いて調査を進めた。なお、食の変容を社会全体で進めるためには、
人々の食に対する意識や行動、価値観を理解し、尊重することが不可欠である。市民参加型の政策決定を模
索するための基盤として、人文・社会科学の研究が重要な役割を担う。食の変容に関する人文・社会科学の
最近の動向については、JST CRDSワークショップ報告書「2050年の持続可能な食・栄養へのシナリオと社
会の合意形成 ～人文・社会科学からのアプローチ」e3）を参照されたい。

食料安全保障（Food security）は1979年の国連「食料安全保障行動計画」を端緒とする、比較的歴史
の浅い言葉である。1960年代からの緑の革命によって作物の大増産が可能になり、結果として生じた余剰作
物の使途としての、食料援助がその起源である。1996年に制定された食料安全保障の柱は、供給

（Availability）、アクセス（Access）、利用（Utilization）の三つであった。その後、作物取引が大規模に
グローバル化し、作物貿易が国際経済や地政学リスクによって翻弄されるようになると、経済的にゆとりのあ
る国々においても安定供給が課題となり、2001年に食料安全保障の四つ目の柱、安定（Stability）が追加
された。
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1960年代以降、大量供給が可能になった作物を利用して畜産が隆盛し、人類の畜肉消費量は2024年ま
での約60年間で約47倍に増えた。これはこの間の人口増加の約19倍である。日本においてもこの約60年
間で、一人当たりの肉類消費は3.7倍になり、畜産飼料と畜産物の輸入量が急増した結果、食料自給率は
73%から38%まで下落した。畜産を支えるトウモロコシと大豆、そして肉類を大量輸出できる国は限られて
おり、日本を含む世界の多くの国々がこのグローバル作物供給網に依存している。この供給網は気候変動に
よる異常気象や、地政学リスク、国際経済の変調、需給バランスの変化などによって容易に影響を受け、
1970年代以降、世界的な食料価格の高騰は何度も起きている。従って、短期的には食料供給の最大のリス
クは、こうした異常気象などによるグローバル作物供給網の脆弱性であり、輸入食料への依存率の高い日本
はその影響を受けやすいと言える。

日本国内での食料供給に目を向けると、2025年現在、日本の食料自給率は40%以下である。農水産業従
事者が減少し、荒廃農地が増加するなど、国内農水産業を維持し、発展させるには課題が山積みである。国
内農水産業の維持・発展には、産業政策は重要であるが、生成AIやデータ科学が実用段階を迎えている現在、
その政策の土台となる農水産業関連データの拡充と連携、解析、そしてモデルの構築による予測や試算が可
能になりつつあると言える。国内で必要とされる食料の供給量や流通の状況、燃料や農業資材の供給が滞っ
た際の生産量変化の予測、国内に存在する活用可能な資源量の把握と、それを利用した場合の生産量の予
測など、生産から流通・消費までを一貫してつなぐデータ基盤は現在のところ、整備されていない。しかし、
こうしたデータ基盤が整い、予測と評価のデータ科学を推進することで、不測の事態における実行可能な対
策を立てることが出来るようになると考えられる。また、データを駆使して農業生産の高効率化と経営改善、
環境負荷低減などを同時に目指す、スマート農業を推進することで、肥料などの農業資材や限りある農地を
高効率に活用し、自給率の向上にも資する。

現在の食料安全保障は、その起源が余剰作物の使途であったことから、作物の大量生産が前提となってお
り、食料の供給状況に主眼が置かれている。人類の肉類消費がこれまで通りの勢いで増加し続ければ、より
多くの作物生産が必要になり、農業生産による地球環境負荷は増大し、地球環境の持続可能性は破綻する恐
れがあると考えられている。一方、先進国を中心に不健康な食生活に由来する、肥満や糖尿病、循環器疾病
が蔓延していることから、ヒトの健康維持に必要な栄養供給を把握するための研究開発が、2020年代前半か
ら世界各地で進行している。健康維持に必要な栄養の摂取に適した食の内容を把握し、肉類の摂取に過度に
依存しない食生活へと変容させることで、持続可能な食料供給を目指すこの動きは、次世代の食料安全保障
の方向性として、栄養安全保障と呼ばれる。無制限な食料需要に応える食料供給体制を構築してきた時代か
ら、持続可能な栄養供給を模索する時代へとわろうとしている。ヒトの健康維持に必要な栄養の把握に加え、
持続可能な食料供給に適した食生活の解明、現在の主流であるカロリー優先で高収量なトウモロコシ、大豆、
コメ、麦類から、高栄養で低環境負荷な多種多様な作物への変換、流通ロスの削減など、栄養安全保障の
実現には様々な分野が協働する研究開発が必要である。
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図ii　　　持続可能な食料生産を基盤とした健康に資する持続可能な食への変容
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1	 食料安全保障とは

1.1	 グローバルな食料安全保障の定義とその歴史的経緯

1960年代からの「緑の革命」により、農作物の大量生産が始まった。これは、草丈を低くする遺伝資源
を活用して品種改良された穀物品種に、ハーバー・ボッシュ法によって生産された化学肥料の大量使用を組
み合わせた農法で、世界的に穀物生産量が飛躍的に増大した現象を指す。草丈を低くする遺伝資源は、日本
の小麦品種の農林10号由来である。太平洋戦争終戦時に、アメリカ農務省天然資源局が日本から農林10号
を持ち帰り、これがメキシコの国際トウモロコシ・コムギ改良センター（International Maize and Wheat 
Improvement Center: CIMMYT）のBorlaugをリーダーとする研究グループに分与され、メキシコのパン
小麦と交配されて超多収品種が生み出されたのである1）。緑の革命は、大量の穀物生産を可能にし、余剰穀
物が発生する状況を生み出したことで、以下のような歴史的展開をもたらした。余剰となった穀物は家畜の
飼料として利用されるようになり、畜産が世界的に普及したほか、大量生産された穀物は国際市場で取引さ
れるようになり、食料供給のグローバル化が進展した。また、安定的な供給を実現するために食料の需要と
供給を予測するモデルの研究が開始され、さらに余剰穀物を活用した国際的な食料援助も行われるように
なった2）。

図1-1 　 食料安全保障の歴史的経緯と定義

食料安全保障（Food security）という用語は1979年の国連「食料安全保障行動計画」をその端緒とする。
緑の革命によって生じた余剰作物の使途として開始した、食料援助がその起源であり、1996年に、国連食糧
農業機関（United Nations Food and Agriculture Organization: FAO）によって制定された食料安全保
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障の柱は、供給（Availability）、アクセス（Access）、利用（Utilization）の三つであった。その後、作
物取引が大規模にグローバル化し、作物貿易が国際経済や地政学リスクによって翻弄されるようになると、経
済的にゆとりのある国々においても安定供給が課題となり、2001年に食料安全保障の四つ目の柱、安定

（Stability）が追加された2）。このように食料安全保障では、穀物を大増産してそれを国際的に分配すること
が大前提となっている（図1-1）。

1.2	 日本における食料安全保障

2024年に改正された「食料・農業・農村基本法」では、基本理念の中に「食料安全保障の確保」が新た
に明記された。これにより、食料安全保障が初めて法的に位置づけられ、政策の重要な柱となった。改正「食
料・農業・農村基本法」では、食料安全保障について、従来の「食料の安定供給」に加え、「良質な食料が
合理的な価格で安定的に供給され、かつ、国民一人一人がこれを入手できる状態」と定義された。また、食
料の安定供給については、世界の食料の需給及び貿易には不安定な要素があることから、国内の農業生産の
増大を図ることを基本とし、あわせて安定的な輸入と備蓄の確保を図る、としている（図1-2）。

日本においては、2020年の食料安全保障確立対策整備交付金を皮切りに、食料安全保障に関わる施策が
農林水産省を中心に次々と打たれてきた。2023年の食料安全保障強化政策大綱改定、2024年の食料・農
業・農村基本法改正および食料供給困難事態対策法は、日本の食料安全保障政策を「平時からの構造転換」
と「有事対応」の二つの側面から支える枠組みである。ウクライナ危機や資材価格高騰等により輸入依存リ
スクが顕在化したことを背景に、従来の「不測事態対策中心」から、平時を含む連続的なリスク管理へと政
策の重心が移行している点がその特徴である。

食料安全保障強化政策大綱は、2022年策定後、2023年12月に改定され、過度な輸入依存からの脱却と
サプライチェーン全体の強靭化を柱としている。小麦、大豆、飼料作物など海外依存の高い品目の国内生産
の拡大、水田の汎用化、畑地化、米粉利用拡大、生産資材の国産化、耕畜連携や養殖飼料の国産化等を通
じて、国内生産力の強化と調達多元化を同時に進める方向性が示された。また、スマート農水産業、買物難
民対策、フードバンクや子ども食堂への支援などを通じて、国民の食料アクセス確保も食料安全保障の一要
素として扱っている。

こうした法令を上位から規定するのが、2024年に改正された前述の食料・農業・農村基本法である。また、
2024年に制定された食料供給困難事態対策法は、この基本法の理念を有事モードで具体化する危機管理法
制である。気候変動や物流途絶等により国内供給が大幅に不足するリスクの増大を前提に、異常気象等の兆
候段階から食料供給困難事態対策本部を設置し、重要品目の需給把握、事業者への報告徴収、立入検査、
輸入拡大、生産拡大、出荷調整の要請及び計画届出の指示、必要に応じた計画変更指示や財政支援、最終
的には生産転換や割当、配給までを段階的に発動し得る枠組みを規定している。

総じて、基本法改正が食料安全保障を農政の中核理念として条文上明確化し、強化政策大綱改定が輸入
依存型からレジリエントな食料システムへの構造転換を平時の実行計画として示し、食料供給困難事態対策
法が異常時における統合的な需給調整の法的手段を整備した構造となっている。この三層の組合せにより、
日本の食料安全保障政策は、平時から不測時までを一体として扱うリスクガバナンス体制へ再編されつつある
と言えよう。グローバルにおける食料安全保障と同様、日本が規定する食料安全保障は、食料の質に言及し
ているものの、供給により重点が置かれている点で一致する。
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図1-2 　 日本の食料安全保障を支える三つの柱と近年の法制度に関する動きのまとめ
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2	 日本と世界の食料供給

2.1	 日本の食料供給構造

日本の食料供給は、国内生産による「自給」と海外からの「輸入」の二大要素によって成り立っている。
現在、食料自給率は約40%前後で推移しており、残りの約60%は輸入に依存している（図2-1）。2.1では、
自給と輸入の2項目に分けて日本の食料供給について解説し、世界の食料供給の安定については2.2で記載
する。

図2-1 　 日本の食料供給構造

日本の農業と水産業による食料の国内供給について、資材、生産、流通・消費に分けて概観する。資材の
供給に関わる研究開発については、付録の「（B）省資源生産」で事例を紹介する。

2.1.1	 資材

資材の項目では、肥料、畜産飼料、農薬、農地を検討する。

【肥料】
作物栽培に必須な肥料成分は窒素、リン、カリウムであるが、そのほぼ全てを輸入しており、肥料自給率

はほぼ0%である（図2-2）。
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図2-2 　 化学肥料原料の輸入相手国と輸入量（2023年7月～2024年6月）
（出典：農林水産省　「我が国の食料事情について」3））

肥料原料の窒素は空気中の窒素分をアンモニアに変換するハーバー・ボッシュ法によって生産されるが、
ハーバー・ボッシュ法では大量の石油エネルギーを消費するため、産油国や大規模施設で安価に製造できる
国が主たる輸出国となっている。 WITS 2023年データでは、中国、エジプト、サウジアラビア、オマーンの
順に尿素の輸出量が多い。日本の尿素輸入はマレーシアからが75%を占める（図2-2）。日本がリン酸アン
モニウムの形で輸入しているリンは、産業グレードで利用可能な高品位リン鉱石の分布が地球上の限られた
地域に偏るため、世界の多くの国が輸入に依存する肥料分である。高品位リン鉱石はオーストラリア、モロッ
コ、中国、チュニジアなどに多くの埋蔵量があることが知られており、原鉱としての輸出量はモロッコ、ペルー、
ロシア、エジプトなどが上位に入るが、肥料原料として利用されるリン酸アンモニウムの輸出国上位は、多い
順にモロッコ、中国、サウジアラビア、米国となる。日本はリン酸アンモニウムの輸入量の約73%を中国から
輸入している（図2-2）。塩化カリウムの形で輸入されるカリウムの原鉱石も、その存在量は地球上でかなり
偏っており、主要な輸出国は多い順にカナダ、ドイツ、米国、ラオスとなっている（WITSデータ2023年）
日本は約70%をカナダから輸入している（図2-2）。

このように、日本は肥料のほぼ全成分を輸入に頼っているが、リンは国内の埋蔵量が極めて少なく、カリウ
ムはほぼ算出しないため、輸入以外の選択肢がない。リンについては1944年まで沖大東島（沖縄県）のラ
サ島鉱業所、1950年まで北大東島（沖縄県）リン鉱山でグアノ由来のリン鉱石の採掘が行われていたが、現
在では国内で操業するリン鉱山は存在しない。なお、1979年の調査で沖大東島のリン鉱石の埋蔵量は350
万トンと推定され、沖大東島は2025年現在もラサ工業が所有するが、米軍の射爆撃場として使用されている。
窒素については原料が空気中の窒素であるため、論理的には国内生産も可能であるが、生産には大規模な設
備投資が必要であり、輸入品に対して競争力のある価格で販売できるかどうかについて検討が必要である。
2023年の米国農務省の記事 4）によれば、2020年の全世界の肥料取引において、金額ベースでの輸出シェ
ア1位はロシア（シェア13%）であり、ロシア、ベラルーシ、中国の金額ベースでの輸出シェアは合計で
30%である。ウクライナ危機等の地政学リスクにより、2022年5月をピークに肥料価格は高騰したが、2023
年3月までに、肥料輸出価格はウクライナ危機発生前の水準に戻った。しかし、リン鉱石の価格だけは緩慢
な上昇を続けている4）。

【畜産飼料】
図2-3に示すように、畜産飼料全体の自給率は26%であり5）、特にトウモロコシ、大豆、飼料米が原料の

濃厚飼料の自給率は13%である。2022年のデータでは、トウモロコシは主として米国とブラジルからの輸入
となっている6）。大豆については、2002年から一貫して、日本は主として米国産大豆を輸入している。世界
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の飼料作物の供給状況は、2002年から2022年までの間に大きく変わった。トウモロコシでは、米国産トウ
モロコシの最大の輸入国は2002年には日本だったが2022年には中国が米国産トウモロコシの最大の輸入国
となった6）。大豆については、2002年には米国が全世界の輸出量シェア48%を占めていたが、2022年には
輸出量シェア1位はブラジルで、およそ55%を占めるようになった6）。このように飼料作物のグローバルマー
ケットは激動しており、地政学リスクや気候変動などの影響も相まって、不安定な状況が続いている。飼料の
将来的な安定供給のためには、世界の穀物の生産予測と流通予測が欠かせないが、こうした予測技術につい
ては付録・研究開発事例（A）で解説する。

図2-3 　 飼料自給率の現状
（出典：農林水産省「飼料自給率の現状と目標」6））

【農薬】
2023年度の農薬の国内出荷量は2.8万トンで、輸入量は1.7万トンであった。輸出量は2.6万トンで、輸

出と輸入の割合は均衡している7）。農薬の国内出荷量は作付面積の減少に伴い、2015年以降ではおおむね
減少傾向である7）。

【農地面積】
日本の耕地面積（休耕地や作付け準備中の土地も含むが耕作放棄地は含まない）は2024年データで約

427万ヘクタールだが、延べ栽培面積は386万ヘクタールで、耕地利用率は約90%であった8）（図2-4）。
2024年11月の農林水産省資料 9）によると、2030年にはコメ、麦、大豆などの栽培面積は34%、露地野菜
は31%、施設野菜は28%、果樹は45%減少する見込みである（図2-5；2020年比）。

調査報告書　　食料安全保障と栄養安全保障：歴史的背景と世界が目指す方向性

6/43 CRDS-FY2025-RR-03JST研究開発戦略センター（CRDS）

日
本
と
世
界
の
食
料
供
給

2



図2-4 　 2024年の日本の農地面積（栽培面積）
（出典：農林水産省「令和6年農作物作付（栽培）延べ面積及び耕地利用率」8））

図2-5 　 2030年の日本の農地面積の減少予測
（出典：農林水産省「基本計画の策定に向けた検討の視点 我が国の食料供給（農地、人、技術）9）」をもとにCRDSで作成）

日本の国民一人当たりの農地面積は、人口が多く山間地が多い国情を反映して、諸外国と比較すると極め
て狭く、スイスの約1/5である（図2-6）10）。現在の日本の食生活を維持し、主要な輸入農産物の生産を国
内で賄おうとすると、現在の国内農地面積の3倍以上が必要になるとされている17）ことと考え合わせると、
日本の自給率の低さは、この一人当たり農地面積の狭さと密接に関係していると言える。
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図2-6 　 人口一人当たりの農地面積比較
（出典：東北農政局資料 10）をもとにCRDSで作成）

2.1.2	 生産

生産については、一次産業従者数と農水産物の生産量を検討する。

【一次産業従事者】
農林水産省データによると、2020年の基幹農業従事者数は約136万人で、2005年から約39%減少した。

2024年11月に公表された農林水産省予測 9）によると、2030年にはさらに大幅な減少が見込まれている（図
2-7）。また、個人経営専業農家の収益は、2022年で362.9万円と報告されており11）、事業収益が小さく、
経営の持続性に課題があることが指摘されている。収益性の低さは、新規就農者の減少や後継者不足の一因
となり、国内の農業生産の維持における大きな課題である。

図2-7 　 2030年の農業従事者の減少予測
（出典：農林水産省「基本計画の策定に向けた検討の視点 我が国の食料供給（農地、人、技術）9）」をもとにCRDSで作成）

漁業従事者も継続的に減少しており、2020年には約13.6万人で、2003年と比較して42%の減少であっ
た9）。
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【農産物生産量】
2023年から高騰が著しいコメの生産量のデータ（図2-8）を見ると、2021年以降の作況指数は100以上

を維持しており、生育不良ではなかった。玄米重量で見ると2017年以降、コメの生産量は緩やかな減産傾
向にあり、2017年と比較すると2023年の玄米生産量は60万トン程度少なかった。この間、最も減産量が
大きかったのは新潟県で、約7.5万トン減産した。2018年度に国の減反政策は終了したが、農林水産省によ
る「主食用米等の需給見通し」が毎年発表される他、各都道府県が独自に生産量を決定したり、飼料米や大
豆・麦類などの栽培に補助金が交付されたりなど、実質的にはコメの減産が推進されてきたと言える。2018
年以降の作物統計データを見る限り、全国の主食用のコメの生産量は、この農林水産省の「需給見通し」で
示された数値よりも多い。2025年現在、主食用米の流通は極めて複雑化しており、生産者が大規模集荷業
者である農業協同組合に出荷する他にも、小売業者との直接契約や地方創生応援税制（ふるさと納税）の返
礼品としての流通、食品加工業者との直接契約など多岐にわたっている12）。主食用米は年間を通じて順次精
米されて出荷され、民間在庫量の変動によって小売価格も変動する。災害や気候変動等による精米ベースで
の供給量の変化、小麦の輸入価格との比較による割安感や割高感、外国人観光客の増減など、様々な要因に
よって主食用米の価格は変動する12）。主食用米を主として国内だけで消費するとの前提で、過不足なくほぼ
自給だけで安定して賄うには、あらゆる事態を見越した精密な生産計画を立てる必要があると言える。

図2-8 　 コメ（玄米重量）の生産量推移
（出典：農林水産省 作物統計のデータをもとにCRDSで作成）

また、国土交通省資料13）によれば、1980年代と比べると、土砂災害の発生件数は着実に増加しており、
干ばつや猛暑と合わせ、農産物への影響は今後より拡大していくと考えられる。水稲では猛暑によって米粒が
白濁する白未熟粒の発生が顕著になっており、2000年代以降、西日本を中心に白未熟粒を含まない1等米
比率が、県によっては0%となる品種も出現した14）。白未熟粒は精米時に欠けや割れの原因ともなり、精米
後の歩留まりを下げることから、精米の流通量を減少させるという影響もあった12）。このように、農産物生
産量は気候変動による負の影響を受けている。

生産量予測に関する研究開発事例については、付録「（A）予測・評価のデータ科学」でその事例を紹介
する。
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2.1.3	 流通・消費

流通・消費の項目では資材・農産物価格、運送業従事者数、食生活と食料自給率の変化を取り上げる。

【資材・農産物価格】
地政学リスクによって肥料などに輸出制限がかかり、2022年から生産資材価格が高騰したが、2023年5

月以降、価格は下落傾向にある（図2-9）15）。しかし、2022年以前の価格まで下落するかどうかは不透明
である。一方で、2022〜2023年にかけて主要な食品メーカー195社において月間2千品目超の食品価格
の値上げが常態化し、「値上げラッシュ」が続いたが、2024年からは値上げする食品の品目数が6割程度減
少し、食品価格の値上げは一段落しつつある16）。一方で、生産資材価格の高騰は、十分に農産物価格に反
映されているとは言えず（図2-9）15）、生産者の経営を圧迫している可能性がある。

図2-9 　 生産資材価格と農畜産物の価格推移
（出典：鹿児島県ウェブサイト15）に掲載のグラフにCRDSで加筆）

【運送業従事者数】
食料の安定供給のためには、効率的で強靭な流通システムも重要である。日本では、物流を支える従事者

の減少が進んでおり17）、食料品を含む物資の輸送に影響を与える可能性がある。また、全国的に、食料品
店へのアクセスが困難な「買い物難民」が存在し、地域住民の食料アクセスに制約が生じている。2024年
度において、食料品の買物が不便・困難な住民に対しての行政による対策が必要な市町村は、88.1%にのぼ
り、そのうち、行政による対策を実施している市町村の割合は75.5%であった18）。

【食生活と食料自給率の変化】
1965年には73%あった食料自給率は、2024年には38%まで減少した3）（図2-10）。この背景には、国

民の食生活の劇的な変化がある。具体的には、1965年から2024年の間に、コメの1人当たり消費量が
50%以上減少した一方で、肉類は3.7倍、油脂は2.2倍に増加した3）。一方、この間、一人当たりの小麦消
費量はほぼ変化していない。

現在の日本の食生活を維持し、主要な輸入農産物の生産を国内で賄おうとすると、現在の国内農地面積の
3倍以上が必要になるとされており19）、これは現実的にはほぼ不可能な数値であると考えられる。図2-6でも
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示したように、我が国の食料供給構造における主要なボトルネックの一つは、農地面積の制約であると言える。
日本は国土の多くが中山間地であり、大規模な農地拡大には限界がある。 

図2-10 　 1965年と2024年の食料消費構造の比較
（出典：農林水産省「我が国の食料事情について」3）をもとにCRDSで加筆）

2.2	世界の食料供給

人類の活動、特に食料生産が地球環境に与える負荷は、「プラネタリーバウンダリー（地球の限界）」の多
くの指標で限界に達していると指摘されている20）。これは、人類が食料供給を維持できるかどうかの瀬戸際
の問題であり、「地球にやさしい食料生産」というレベルを超えた、人類の生存基盤に関わる課題となっている。

プラネタリーバウンダリーとは、地球のシステムが安全に機能するために守るべき環境限界値を示す概念で
あり、食料生産はこれを押し上げる主要な要因の一つである。食料システムは世界の温室効果ガス排出量の
約3分の1を占めており21）、農地拡大や大規模農業の実施、農業機械の使用などが排出源となっている。肥
料の過剰な使用や漏出はリンや窒素の物質循環を大きく撹乱し、水質汚染や海洋生態系への影響を引き起こ
している。さらに、農地の拡大や農薬の使用は生物多様性の減少に寄与し、森林伐採を伴う農地拡大は土地
利用の変化を通じて生物多様性の喪失や炭素吸収源の減少をもたらしている。2025年現在、地球上の居住
可能地の約半分にあたる41%が農業に利用されており、その大部分が家畜生産に関連していることも報告さ
れている22）。加えて、農業用水の大量消費は淡水資源の枯渇の一因となり、農薬やマイクロプラスチックと
いった新規物質による汚染も環境負荷として問題視されている。食料システムは環境に影響を与える大きな要
因であることが報告され22）、人口増加に伴って2010年から2050年の間に食料生産による環境負荷は50〜
90%増加すると予測されており23）、これらの結果は現在の食料生産が持続可能ではないことを示している。

以下、農業の持続可能性危機についていくつかの例を挙げる。

【土壌劣化と不耕作地の拡大】
人類の活動による土壌劣化と不耕作地の拡大は、世界の食料供給の持続可能性に影響を及ぼしている。土
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壌劣化の主な原因には過密放牧、森林伐採、不適切な農地管理があり、これらの要因によって土壌は侵食さ
れ、肥沃度が低下し、生産能力が損なわれている。土壌劣化は世界各地で広範囲に進行しており、一部の地
域では植物の生産量が50%以上低下する状態に達している24）。また、土壌劣化は農地の放棄を伴う不耕作
地の拡大にもつながっており、その背景には食料アクセスの不良や農家収入の低迷といった複合的な要因が
存在する25）。劣化した土地は作物の生産に適さなくなり、結果として食料供給の基盤を一層弱める要因となっ
ている。

【気候変動による収穫量減少】
気候変動は、世界の農業生産に大きな影響を与え、将来の食料供給を不安定化させる要因となっている。

NASAのウェブサイトに掲載された研究26）によると、気候変動により世界の収穫量は減少すると予測されて
いる。特に穀類の大規模生産地では、一部で40%減という大幅な収穫量減少が予測される一方で、地域に
よっては40%増の予測も出ており、地域差が大きくなる可能性がある。このような生産量の不安定化は、食
料価格の高騰や供給不安を引き起こし、世界的な食料安全保障を脅かすことになる。

各国は、気候変動対策と食料生産の持続可能性向上を目指した施策を進めている。例えば、日本では「み
どりの食料システム戦略」（農林水産省）が推進されており、欧州では「Farm to Fork」戦略が掲げられてい
る。これらの戦略は、温室効果ガス排出削減、農薬・化学肥料削減、フードロス削減、持続可能食品の普及、
そして技術開発・社会受容の推進を目標としている。また、持続可能な農業に関するグローバル規格として、
ISCC（国際持続可能性カーボン認証）やSAI Platform（食品メーカーによる持続可能性認証）、GAP（持
続可能な農業に関する認証）などが普及し、生産から消費までのフードチェーン全体で持続可能性の向上が
図られている。

【増大する肉類需要と地球環境への影響】
世界の食料供給の持続可能性に影響を与える要因の一つとして肉類需要の急増が挙げられる。FAOのデー

タによれば、世界の肉類消費量は1990年から2020年の間に2倍以上に増加しており27）、この間の世界人
口増加が1.47倍にとどまっていることから、1人当たりの肉類消費量が大幅に増加していることがわかる。日
本においても肉類消費は増加傾向にあり、この世界的傾向と同様である。肉類生産、特に牛肉生産には大量
の穀物飼料が必要であり、そのための農地拡大が世界各地で進められている。現在、地球上の居住可能地の
およそ40%が農業に利用されており、そのうちの84%は家畜用農地であるとされる22）。こうした農地拡大は
森林伐採を伴うことが多く、温室効果ガス排出量の増加、生物多様性の喪失、土壌劣化など地球環境への大
きな負荷をもたらしている。さらに、農薬や化学肥料の使用を削減する取り組みが進んだとしても、肉類需要
の増加に伴う農地拡大を回避することは難しいという構造的な問題が存在する。これは、日本の食料自給率
の低さの一因である「肉類消費増による飼料穀物輸入増」と、世界的に見られる「肉類消費増に伴う農地拡
大と地球環境制約」とが同じ構造に根差していることを示しており、食の持続可能性向上のためには、世界
の食料生産システムの根本的な変革が必要であることを示唆している。

以上、日本の食料供給を支える課題を、自給部分と輸入部分に分けてまとめると図2-11のようになる。自
給率向上のボトルネックは農地面積の制約であり、少ない農地面積を最大限に活用する、国内農業の維持と
発展が重要な課題である。約60%を占める輸入分を安定して調達するには、世界の食料供給の安定が不可
欠であり、そのためには農業の持続可能性や気候変動、肉類需要の継続的な拡大などが問題となる。
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図2-11 　 日本の食料供給における問題の整理　（図2-1を再掲）
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3	 食料安全保障と栄養安全保障

3.1	 穀物大量供給の限界と栄養バランスの重要性

1960年代の緑の革命以降、食料安全保障の初期の定義は主に穀物の大量供給を指し、飢餓やカロリー不
足といった課題への対応として一定の効果を持っていたが、次第にその限界が明らかになった。カロリーが充
足していてもタンパク質やその他の必須栄養素が不足すれば健康は維持されず 28）、例えばカロリーが足りて
いるにもかかわらずタンパク質不足によって生じる、クワシオルコルと呼ばれる腹水貯留の症状が知られてい
る29）。この認識を踏まえ、食料安全保障の概念は穀物の量的確保から、健康維持に必要な栄養バランスの
取れた食料供給を意味する「栄養安全保障」へと転換が進みつつある28）。この新しい概念では「何をどれだ
け供給すべきか」という問いが重視され、ヒトの健康維持に必要な栄養と食生活を具体的に把握するための
研究開発が世界各地で進められている。例えば17万人以上を対象にウェブベースで10年間追跡し食生活と
疾病の関連を大規模に調査する研究などが行われている30）。ヒトの健康維持に必要な栄養と食生活に関する
研究開発については、JST CRDS戦略プロポーザル「次世代型食・栄養研究」30）を参照されたい。

3.2	 持続可能な食料供給に向けた「食の変容」の提言

栄養安全保障の実現、そして地球環境の持続可能性を両立させるためには、現在の食料システム、特に食
のあり方そのものに「変容」が必要であるとの提言が国際的に活発化している。

2019年頃から、地球環境の持続可能性とヒトの健康を両立する食について、国際的な議論が活発化し、
多くの国際機関や欧州を中心に指針・提言が出されるようになった。その主要な動向を以下に示す。

● 2019年1月、EAT-Lancet財団はFood Planet Health Healthy Diets From Sustainable Food 
Systemsと題する画期的な報告書を公表し、持続可能な食料システムに適合した推奨食事摂取量を提言
した。先進国は肉類摂取を削減すべきである、との指摘がある31）。

● 2019年7月、FAO/世界保健機関（WHO）はSustainable healthy diets-Guiding principles（持
続可能で健康的な食事に関する指針）を発表した32）。

● 2019年8月、気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change: 
IPCC）は気候変動と土地に関する報告書の中で、バランスの取れた食事はヒトの健康と気候変動の緩
和を実現すると提言した33）。

● 2019年9月、国連は持続可能な開発に関するグローバル・レポートにおいて、6つの重要なエントリポ
イントのうちの1つとして、持続可能な食料システムと健康的な栄養パターンの構築を挙げた34）。

● 2020年5月、欧州委員会はFarm to Fork戦略を策定し、健康と環境に配慮したアクションプランを提
示した35）。

● 2020年10月、欧州委員会はFood 2030 Pathways for Actionにおいて、持続可能で健康的でインク
ルーシブな食料システムをドライブする研究イノベーション政策を示した36）。

● 2021年9月、国連は国連食料システムサミットを開催し、5つのテーマのうちの1つとして、食料消費の
持続可能性（健康的な食事）を掲げた37）。

● 2023年12月、国連気候変動枠組条約締約国会議（COP28）において、FAOが食料システム脱炭素ロー
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ドマップを提示し、2050年までに全ての人が健康的な食事をとることを目標とし、環境に配慮した食事
ガイドライン改定などの行動指針を示した38）。

これらの動きは、食料問題が単なる生産量や飢餓のレベルを超え、地球の持続可能性と人類の健康という
二つの極めて重要な課題に直結しているという共通認識が国際社会で形成されていることを示している。

2019年のEAT-Lancet委員会による提言 31）は、持続可能な食料システムに適した食事内容として、各国
の食事摂取量との比較を通じて具体的な推奨量を示した。この提言の主なポイントは、先進国における肉類
摂取量の削減である。 例えば、2017年度のデータによると、米国や英国の1人1日当たりの牛肉・豚肉摂
取量がそれぞれ185g、128gであるのに対し、EAT-Lancetの推奨量はわずか14gである。鶏肉についても、
米国153g、英国88gに対し、推奨量は29gと大幅な削減が提言されている。一方、豆類やナッツ類はEAT-
Lancetの推奨量が各国の摂取量よりも高い傾向にあり、植物性タンパク質の重要性が示唆されている31）。

このような比較は、欧米を中心とする先進国が肉類を過剰に摂取している現状と、持続可能性を優先する
食生活への変容の必要性を明確に提示している。日本の肉類消費も増加傾向にあるため、この提言は日本に
とっても無関係ではない。

3.3	持続可能な栄養安全保障実現へのアプローチ

持続可能な栄養安全保障を実現するためには、健康で持続可能な食への変容が不可欠である。このために
は、科学技術の進展と人文・社会科学の貢献という多角的なアプローチが必要である。

【科学技術の貢献】
科学技術の進展により、食料システムの持続可能性向上を介してグローバルスケールでの栄養安全保障に

大きく貢献することができる。短期的、長期的観点の視座から、必要な研究開発課題を整理すると図3-1の
ようにあらわすことができる。

図3-1 　 食料安全保障、栄養安全保障に貢献すると考えられる技術課題の整理
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【人文・社会科学の貢献】
「食」は、ヒトの健康だけでなく、文化的、社会的、宗教的な側面を強く持つ極めて個人的な事柄である。

このため、単に科学技術の進歩や政府による上意下達の政策決定方式だけでは、人類全体の「食の変容」
を促すことは難しいと考えられる。そこで、人文・社会科学的なアプローチとして以下のような研究開発が必
要だと考えられる。

● 市民参加型政策決定の模索：食の変容を社会全体で進めるためには、人々の食に対する意識や行動、
価値観を理解し、尊重することが不可欠である。市民参加型の政策決定を模索するための基盤として、
人文・社会科学の研究が重要な役割を担う。食の変容に関する人文・社会科学の最近の動向については、
JST CRDSワークショップ報告書「2050年の持続可能な食・栄養へのシナリオと社会の合意形成 ～人
文・社会科学からのアプローチ」39）を参照されたい。

● 文化・社会・行動変容の研究：食文化の多様性を踏まえつつ、より持続可能で健康的な食生活への行
動変容を促すための効果的なコミュニケーション戦略や、社会制度の設計においては、人文・社会科学
からの貢献が重要である。

このように、持続可能な栄養安全保障の実現は、科学技術が提供する選択肢と、人文・社会科学の提供
する社会受容と行動変容の道筋が両輪となって進められるべき複合的な課題であると言える。

以上、科学技術と人文・社会科学が両輪となって進めるべき、持続可能な栄養安全保障への移行について
まとめると、図3-2のようになる。

図3-2 　 持続可能な食料生産を基盤とした健康に資する持続可能な食への変容（図iiを再掲）
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4	 日本とグローバルの食料安全保障に関わる課題

日本の食料安全保障は、グローバルな問題と共通する部分が多い一方で、その低い自給率と輸入依存度の
高さゆえに、世界情勢の影響を受けやすい。日本とグローバルの食料安全保障に関わる課題は、図4-1のよ
うに整理することが出来る。

図4-1 　 日本とグローバルの食料安全保障に関わる問題の整理

第3章で述べたように、安定的な栄養供給を実現するためには、持続可能で健康な食への変容の推進が必
要であるが、ここで、過去の人類の食の変容と科学技術の進展について振り返ってみたい。

人類は、過去数百年の間に既に2回の大規模な「食の変容」を経験しており（図4-2）、持続可能な栄養
安全保障の実現のためには、もう一度「食の変容」を起こす必要があると言える。食料生産に関する研究開
発の歴史は長く、日本もその中で重要な貢献をしてきた。

4.1	 食の変容と技術開発の歴史

人類の食の変遷と食料生産に関わる研究開発の歴史について図4-2にまとめた。16世紀後半、アメリカ大
陸からの新種の作物が欧州に流入し、世界に普及して大規模な食の変容①が起きた。この時流入した作物は、
トウモロコシ、ジャガイモ、トマトなどである。19世紀、アイルランドでジャガイモ疫病が大流行し、ジャガイ
モは壊滅的な不作となり、100万人が死亡したと言われている。この食料危機により、単一作物への依存の
脆弱性が認識されることとなった。
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図4-2 　 食の変容、食料生産に関わる研究開発の歴史と日本の貢献

放射線育種の歴史は古く、第二次世界大戦終結後の1950年代に開始され、作物の品種改良の新たな道が
開かれた。

1960年代になると、「緑の革命」が世界的な穀物大増産をもたらした。その背景は、日本の農林10号由
来の草丈を低くする遺伝資源と化学肥料の組み合わせにより、メキシコから全世界に穀物が増産され、余剰
穀物の発生、グローバルマーケット化、畜産の普及、食料援助の開始など、大規模な食の変容②が起こった。

グローバルマーケット化した食料の需給については、グローバルな需給予想を可能にする経済モデルが
1970年代から開発され、現在でも改良を続けながら活用されている。1970年代に日本の農林省の大賀らが
日本で開発した世界食料需給モデル（World Basic Food: WBF）は、その後1979年の世界コメモデル、
新WBF（1982年）へと発展し、大賀、杉原、小山らがFAOに在籍していた1993年のWorld Food Model

（WFM）構築へと継承された40）。その後、WFMは経済協力開発機構（The Organisation for Economic 
Co-operation and Development: OECD）とFAOが共同で開発したAGLINK-COSIMOモデルに統合さ
れた。つまり、FAOの世界食料モデルの系譜には日本発のWBF系モデルが深く組み込まれており、日本発
の世界食料需給モデルは国際的な基盤を築いたと言える。

1979年、FAOによる食料安全保障行動計画が策定され、「食料安全保障」の概念が誕生した。
1980年ごろから、植物微生物相互作用研究の黎明期を迎え、メタゲノム解析の興隆にも繋がった。
1983年には植物の遺伝子組み換えが可能になり、穀物増産に寄与した。当初は単子葉植物の遺伝子組み

換えが困難であったが、日本たばこ産業がイネ科の遺伝子組み換え技術を開発し、モンサントなどの海外大
手種苗会社がこの技術を利用して遺伝子組み換えトウモロコシ（イネ科）を開発し、巨利を得ることとなった。

1989年ごろから、DNAマーカーと大規模統計による量的形質遺伝子座（Quantitative Trait Loci: 
QTL）解析に基づく育種が興隆した。1994年には、遺伝子組み換え作物の商業利用が開始され、除草剤・
虫害耐性作物が普及した。1996年に日米欧合同で開始したシロイヌナズナの全ゲノム解読プロジェクトは、
2000年に初の植物ゲノム全解読を達成した。千葉県の予算でかずさDNA研究所のチームが解読した部分は
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極めて高解像度でエラーが少なく、ここで培われた技術力は、後の様々な生物種の高度なゲノム解読技術とし
て活かされた。

2008年にはノルウェーの北極圏に近い場所であるスヴァールバルで、気候変動、自然災害、戦争などによ
る植物の絶滅に備え、世界中の農作物の種子を永久凍土の地下に保管する施設、世界種子貯蔵庫の運用が
開始され、作物遺伝資源の保全が進む。

2017年ごろから、多種多様な植物ゲノム解読の報告が急増し、2021年頃からの作物パンゲノミクス研究
開発の興隆に繋がった。作物パンゲノミクスは、作物ゲノム進化や害虫・作物病とのゲノム共進化を辿り、農
業上有用な遺伝子を近縁種から探して活用する学問領域であり、先端交配技術を駆使することで遺伝子組み
換えでない有用品種の作出につながると注目度が高い。

2018年には初のゲノム編集作物が開発され、2021年から市場で流通するようになった。
2021年の国連食料システムサミットにおいて、食料システムの持続可能性に深刻な懸念が示された。2022

年には、培養肉がシンガポールで初めて上市されるなど、代替食品の開発が進んでいる。
上記の歴史を振り返ると、日本は食料生産の研究開発において、世界に重要な貢献をしてきたと言える。

● 遺伝資源と育種技術：緑の革命のきっかけとなった草丈を低くするイネの遺伝資源は、日本の小麦品種、
農林10号である。これは、世界の穀物増産に直接的に貢献した。

● イネ科植物の遺伝子組み換え技術：日本たばこ産業によるイネ科植物の遺伝子組み換え技術の開発は、
その後のトウモロコシなどの遺伝子組み換え作物の開発に不可欠な基盤技術となり、世界の穀物生産に
大きな影響を与えた。

● ゲノム解読技術：モデル植物シロイヌナズナのゲノム解読における、かずさDNA研究所チームの貢献は、
高解像度なゲノム情報を取得する技術力を培い、その後の高度なゲノム科学の発展に繋がった。

● 経済計算モデル：1970年代に日本で開発された農産物の未来の需要量、供給量、流通経路、価格等を
計算予測するマクロ経済学ベースの統計モデルは、現在もFAO、OECDにおいて運用されている需給モ
デルの基礎として活用されている。

このように、歴史的に日本は遺伝資源の探索と育種技術、そして基礎的な科学技術開発で世界の食料事情
の改善に貢献してきた。食料の多くを輸入する日本は、今後もグローバルな食料生産の持続可能性に対し、
積極的に研究開発で貢献していく必要がある。バイオテクノロジーを駆使した高栄養かつ低環境負荷な農作
物や代替食品の開発は、その重要な方向性の一つである。

4.2	 まとめと今後の展望

本報告書では、食料安全保障が直面する現代的課題を、日本の食料供給の現状、世界の食料供給が抱え
る持続可能性の危機、そして食料安全保障から栄養安全保障への概念的転換という多角的な視点から分析し
た。

主要な論点としては、以下の点が挙げられる。
● 日本の食料自給率が低い理由は、主に肉類消費の増加に伴い、国内農地では賄えない量の穀類の輸入

が必要になったからである。
● 輸入依存度が高い日本にとって、世界の食料生産の持続可能性は極めて重大な問題である。
● 世界の食料生産は、地球環境汚染、肉類消費の増加による農地の拡大、気候変動により持続可能性の

危機に瀕している。
● 先進国を中心に、世界の食を持続可能にするために、畜産物消費を抑え、持続可能で健康的な食への
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変容が試みられている。
● 科学技術は食料生産の持続可能性向上に貢献することができる。
● 歴史的に、日本は遺伝資源の探索と育種技術で世界の食料事情の改善に貢献してきた。
● バイオテクノロジーを駆使した、培養肉や植物性代替食品といった農産物の代替生産方法の開発が脚光

を浴びている。

人類はこれまでに二度の大規模な「食の変容」を経験してきた。現在、我々は地球環境の限界と栄養バラ
ンスの課題に直面し、持続可能な栄養安全保障を実現するために、三度目の「食の変容」が求められる時代
にいる。この変容は、高栄養かつ低環境負荷な農作物の開発、流通ロス削減、代替生産方法の革新といった
科学技術の力だけでなく、食が持つ文化的・社会的側面を考慮し、市民参加型の政策決定を促す人文・社
会科学の貢献が不可欠である。

食料の多くを輸入に依存する日本は、グローバルな食料システムの変化に強い影響を受ける立場にある。
そのため、国内の農業基盤を強化しつつ、国際社会と連携し、持続可能な食料システムへの転換を積極的に
推進することが求められる。これまでの日本の研究開発の知見と経験を活かし、未来の食料安全保障、ひい
ては栄養安全保障の確立に向けて、多方面からの取り組みを加速させていく必要がある。
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付録	 研究開発事例

付録では、食料安全保障、栄養安全保障に関わる近年の研究開発例を紹介する。本編では目的別に課題
を整理したが、付録・技術編では下表に示すようにサプライチェーンに沿って、関連する技術領域を紹介し、
それぞれの研究開発例がどのような課題解決に貢献しうるかを記載した。

図A　　　日本の食料安全保障に資する研究開発の技術分類

（A）予測・評価のデータ科学
食料安全保障の観点からは、需要に十分に応える食料の供給を確保することは重要である。農林水産省が

毎年公表する「食料需給表」では、生産・輸入・在庫・消費の実績を集計し、供給量から最終的な需要量
の算出が行われている。国内生産量は「作物統計調査」や「農業産出額統計」により、都道府県・作物別
に毎年調査され、収穫面積や10アール当たり収量の算出も行われる。さらに、輸入量と輸出量は財務省「貿
易統計」から、期首・期末の在庫量は事業者報告や政府備蓄データから得られる。また、米、麦、大豆など
主要作物については、家計調査や外食産業データを基に需要量見通しを毎年策定し、生産調整の指標として
いる。さらに、販売時点（Point of Sale：POS）情報など民間データを活用して短期的な消費動向を補完し、
経済変数を組み込んだモデル分析により中長期的な需要予測も行われている。一方、栄養安全保障の観点か
らは健康の維持に十分な栄養量の把握が重要であるが、この点についてはJST-CRDS戦略プロポーザル「次
世代型食・栄養研究」a1）に詳しいのでそちらを参照されたい。

こうした需給量の把握は、生産、流通、消費の結果として年単位でのデータの整理をもとに行われている。
一方、食料自給率の向上を目的とした生産調整、また食料供給困難事態対策法で定められる生産転換が必
要な事態となった際に備えるためには、様々な条件下での生産量変化について精度の高い予測をもとに、生
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産戦略を立てる必要がある。こうした観点から、この章では、食料生産量予測を取り扱う農水産業データ科
学の領域で、食料安全保障に貢献すると考えられる研究開発課題とその実例について、肥料資源量、水産資
源量、作物収量予測の領域からいくつか紹介する。

A-1. 利用可能な国内資源量の把握と経済性評価
1.資源量の把握と推定
【肥料資源の賦存量】

日本の農業は、肥料の主要成分である窒素・リン・カリウムのほとんどを海外からの輸入に依存している。
特にリン鉱石やカリ鉱石は可採地域が限られ、ロシアや中国など特定国への依存度が高い。このため、国際
市況の変動や地政学的リスク、輸送コストの上昇が肥料価格を直撃し、結果として農産物価格の上昇を招い
ているa2）。近年では、2022年以降の国際肥料価格高騰により、国内の農業経営が大きな影響を受け、食料
安定供給の脆弱性が顕在化した。

これに対処するため、日本政府と地方自治体は、肥料原料の国際依存度を下げるための循環型資源利用の
拡大を進めている。具体的には、下水汚泥焼却灰や鉄鋼スラグからのリン回収、食品廃棄物や家畜ふん尿か
らの有機質肥料製造、海藻・骨粉など未利用バイオマスの活用に加え、根粒菌などの微生物の窒素固定能を
利用した生物的窒素供給の促進も注目されているa3）。これらの取り組みは、廃棄物処理と資源循環を一体化
し、肥料供給の国内循環を高めることを目的としている。農林水産省は国内肥料資源の利用拡大プロジェク
トや「肥料取締法」の改正等を通じて、再生資源由来肥料の品質基準や安全性評価を整備し、民間企業に
よる事業化を後押ししているa4）。

2025年度に公募が開始されたJSTの経済安全保障重要技術育成プログラム（Kプログラム）の「合成生
物学、データ科学等の先端技術を利用した肥料成分の有効活用・省肥料化・肥料生産等に関する技術（食
料安定生産）」でも、こうした生物機能利用による肥料自給力の強化が重点課題として掲げられている。

さらに、令和4年12月27日付で閣議決定された「食料安全保障強化政策大綱」においては、2030年ま
でに堆肥・下水汚泥資源等の国内資源利用量を倍増させ、肥料（リンベース）に占める国内資源割合を40%
まで引き上げることが明記されている。未利用資源からのリン再生利用可能量については、「国内のリン肥料
資源の賦存量・再生利用量と必要量」の比較試算が行われており、リン肥料資源として53,300tP/年、肥料
原料等として141,100tP/年という輸入・賦存量データを基に、再生利用可能量およびその経済性が検討さ
れているa5）。また、国土交通省が令和7年6月に公表した「下水汚泥の肥料利用拡大に向けた成分分析調
査結果について」では、下水汚泥中のリン、窒素、カリウムなどの肥料成分および重金属類の含有量が詳細
に分析・提示されており、安全性や資源化効率を評価する基礎データが整備されつつあるa6）。一方で、河川
からの有機物の流入は沿岸の海洋生物の生存を支えているため、リンなどの肥料成分を過度に回収すると、
沿岸生態系に深刻な影響を及ぼす可能性が指摘されているa7）,a8）。したがって、生物多様性との調和を図り
ながら適切な回収バランスを保つ必要があり、そのためには資源量のモニタリングや生態系への影響評価な
ど、多項目のデータを統合した科学的予測と評価の体系を構築することが求められている。

これらの資源リサイクルや未利用バイオマス、微生物の活用によって、実際にどの程度の肥料成分を国内で
賄えるのかは依然として明らかではない。食料安全保障においては必要量の確保が重要であり、利用可能な
資源量の定量化とその経済性の評価を進めることが、今後の持続的な農業生産を支える鍵となる。

【水産資源量の把握と維持】
国際的な水産資源量の把握は、多様なデータ系列を統合し、資源状態と将来予測を科学的に推定する方
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法論に基づくものである。中心的枠組みである年齢構造モデルは、漁獲量、体長組成、産卵量、標識再捕な
どを組み合わせた統計的キャッチアットエイジ推定を行う手法である。この統計的キャッチアットエイジ推定と
は、年齢別に観測された漁獲量や生物学的情報から、各年齢群の生残や加入を数学的に逆算し、資源全体
の動態を再構成する方法である。特に北太平洋や大西洋で広く用いられるStock Synthesis（SS3）モデルは、
国際的に標準化された統合モデルとして高い信頼を得ているa9）。一方、データが十分に蓄積されていない沿
岸小規模漁業などにおいては、生産量モデルやデータ限定型モデルが補完的に用いられる。代表的手法であ
る捕獲量ー最大持続生産量法（Catch-Maximum Sustainable Yield method：CMSY）は、資源の回復
力と漁獲履歴を用いて最大持続生産量（Maximum Sustainable Yield：MSY）を推定するものであり、
FAOや複数の地域漁業管理機関において実務的に利用されているa10）。

これらのモデルを支える基盤調査として、米国海洋大気庁（National Oceanic and Atmospheric 
Administration：NOAA）や国際海洋探査委員会（International Council for the Exploration of the 
Sea：ICES）が実施する音響調査やトロール調査があり、魚群の密度や分布の直接情報を提供することで、
モデル推定の妥当性を裏付けている。こうした推定結果は総許容漁獲量（Total Allowable Catch：TAC）
の設定に用いられ、国際交渉や国内管理措置の科学的根拠となっている。 ICESやNOAAは、科学的助言と
TACを厳密に連動させる仕組みを採用している。世界の資源状態を総括した研究は、これらの資源評価モデ
ルが持続可能な漁業管理の成功に貢献してきた、としておりa11),a12）、国際的にはこの一連の枠組みが科学的
資源管理の基幹として機能している。すなわち、統合モデル、生産量モデル、データ限定型モデル、そして
広域調査による多面的情報の統合が、世界の水産資源量把握の信頼性と政策的実効性を支える基礎となって
いる。

日本における水産資源量の把握には、国際的標準と共通の手法が用いられているものの、魚種や海域によっ
て異なる。主要魚種では、仮想集団個体数解析（Virtual Population Analysis：VPA）や年齢構造生産
モデル（Age-Structured Production Model：ASPM）、統合型モデルのSS3などの年齢構造モデルが中
心的役割を果たしており、産卵親魚量・漁獲死亡係数・将来予測の推定に用いられているa13）。加えて、サ
ンマやイワシ類では音響調査、底魚類ではトロール調査が毎年実施され、観測に基づく直接的なバイオマス
推定が行われている。沿岸の小規模資源や情報不足資源では、生産量モデルやデータ限定型評価法（CMSY
など）が補助的に利用されているa14）。これらの評価結果は、水産研究・教育機構が毎年公表する「我が国
周辺水域の漁業資源評価報告書」a15）に体系的に整理されている。また、マグロ類など国際的な海域を回遊
する魚種では、西部中部太平洋まぐろ類委員会（Western and Central Pacific Fisheries Commission：
WCPFC）、大西洋まぐろ類保存国際委員会（International Commission for the Conservation of 
Atlantic Tunas：ICCAT）等による国際的な資源評価が用いられている。

しかし一方で、日本の沿岸小規模魚種の評価が不十分である、との国際的な批判もある。日本は主要魚種
については国際標準のモデルを用いるものの、沿岸資源ではデータ系列の不足や地域ごとの評価体制のバラ
ツキが存在し、多くの資源が未評価とされてきたa11）。特に、日本沿岸の多くの魚種が長期間にわたり、資源
量がMSY水準に対しどれだけ残っているかを示す比率である、B/Bmsyを大きく下回り、国際的には「管理
が最適化されていない事例」と考えられているa12）。また、資源評価の公開性は近年大きく改善したものの、
長期的には海外機関に比べて分析コード・前提条件の透明性が限定的であったという指摘がある。 ICESや
NOAAはモデルの設定、パラメータ、使用データ、コードの公開が徹底しているのに対し、日本は評価報告
書の公開が中心で、モデル選択の根拠や感度分析の詳細が必ずしも十分に公開されていない。上記の課題に
ついては、近年の改革によって改善が進み、FRAのデータ公開拡大、TAC制度改革、管理目標値の導入など、
国際的整合性の高い管理へと発展しつつあるものの、沿岸資源のデータ不足や科学的助言の強制力強化など
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の課題について対応することが求められていると言える。

農林水産省の資料 a16）によれば、1965年から2024年の間に、魚介類の自給率は110%から45%に下落し、
一日当たりの供給カロリーも99 kcalから77 kcalに下落している。精密なデータ計測とモデルを活用した水
産データ科学を推進することで、適切な水産資源管理と利用につなげ、魚介類の自給率を向上させることは、
食料自給率の向上、ひいては日本の食料安全保障にも貢献すると考えられる。

A-2. 栽培環境変化等に応答する作物収量予測技術
【現実収量と最大可能収量の比較（イールドギャップ）】

山地が多い国土を持つ日本では、限られた農地を高効率に活用することが食料自給率を高めるカギとなる。
そのためには、単位面積当たりの収量（単収）増加は特に重要な課題となる。ここでは、大豆生産を例に、
単収増加に関わる研究開発においてデータ科学の重要性を述べる。

日本の食生活においてよく消費される基礎的な食品であるにも関わらず、自給率が24%と低い大豆につい
て、農林水産省は、生産量の向上を努力目標の一つに定めているa17）。大豆の生産量を向上させるため、大
豆の作付けに対して水田活用の直接支払交付金などの助成金を整備する等の政策に加え、第3期・戦略的イ
ノベーション創造プログラム（SIP）「豊かな食が提供される持続可能なフードチェーンの構築（2023～
2028）」においてもサブ課題「植物性タンパク質（大豆）の育種基盤構築と栽培技術確立」として研究開発
にも取り組んでいる。

日本の大豆生産においては単位面積当たりの収量が低いことが課題となっている。地域別10アールあたり
の大豆収量は、最も高い北海道（2.4トン）a17）であっても米国イリノイ州（4.3トン）の半分強である。単
収は品種によっても決まっているが、実収量に大きな影響を与えるのは、環境条件や栽培管理である。日射
や気温、水分、土壌の肥沃さといった自然条件に加え、肥料の与え方、播種の時期、病害虫の管理など人為
的な要因も大きく影響する。これらの要因が最も良い状態でそろったときに得られる「理論上の上限収量」と、
実際の農場で得られる「現実の収量」との間には差が生じる。この差を明らかにするのがイールドギャップ

（Yield gap）研究であり、作物の潜在能力をどこまで引き出せるかを科学的に示すことで、生産性向上に貢
献するa18）。理論上の上限収量は理想条件を仮定した作物モデルの出力値と実際の高収量事例による検証と
を組み合わせて求められ、地域別に標準化された指標として、イールドギャップ分析の基礎として用いられる。
代表的なモデルにはAgricultural Production Systems sIMulator (APSIM）a19）やDecision Support 
System for Agrotechnology Transfer (DSSAT）a20）などがあり、これらは気象データ（気温、日射量、
降水量など）、土壌特性、作付時期、品種特性などを入力条件として、日単位の光合成・蒸散・乾物生産な
どをシミュレーションする。

米国ではコーネル大学、アイオワ州立大学、ネブラスカ大学などが中心となって、イールドギャップの調査・
定量分析が体系的に行われており、大豆、トウモロコシ、小麦について継続的な解析が行われている。例えば、
アイオワ州立大学やネブラスカ大学の取組では、圃場観測データと作物モデルを用いて地域ごとの潜在収量・
実収量およびギャップ要因を数値的に把握し、公表している。この分析結果に基づき、Extension Service

（農業普及組織）は農家に対して、播種の時期と密度を適正化し、灌漑と排水を最適化するとともに、早晩
性や耐暑・耐病性を考慮した品種を選定し、特にリンやカリウムのバランスを重視した土壌養分管理の推奨
などが行われた。これにより、従来の経験則に依存した栽培からデータに基づく管理への転換が進み、結果
として10〜20%の単収向上が報告されているa21）。
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一方、日本では、全国規模、あるいは都道府県単位で網羅的、経時的にイールドギャップを計測、公表す
る仕組みはないものの、学術的な解析は存在する。日米間での大豆の現実平均収量/最大収量比は1980年
代初頭にはほぼ同じであったが、その後米国ではこの比は上昇し（実際の単収と上限収量の差が縮小）たが、
日本ではこの比はほぼ横ばいのままであったa18）。前述の通り、米国ではこの間データ活用農業の貢献もあり、
栽培管理技術の向上があったと考えられる。2015年に日本で実施された、大豆の高収量、低収量農家への
聞き取り調査では、水田での大豆栽培の宿命とも言える、湿害が低収量の最大要因であるとされているa18）が、
どの程度の湿害がどの程度の低収量を引き起こすのかなど、定量的な分析は行われていない。全国を対象と
した網羅的、経時的なイールドギャップ解析が進めば、単収増加のポテンシャルの高い地域や、より湿害に
強い品種を導入すべき地域などが明確になり、単収増加を軸とした大豆の自給率向上を目指す生産戦略の策
定に重要な役割を果たすと考えられる。

【有機農法や肥料調達に支障が出た場合の収量減少予測】
EUのFarm to Forkや日本のみどりの食料システム戦略では、化学肥料や化学農薬の使用量削減を推進し

ている。窒素投入量の削減は作物収量の減少をもたらすためa22）、化学肥料に代えて有機肥料を利用する場
合、使用量が適切でないために平均で約19%減収することが知られているa23）。従って、有機肥料への置き
換えを推進して化学肥料の使用を積極的に削減する場合、有機肥料の施肥量が不足であれば作物収量が減少
する可能性がある。収量維持に必要な施肥量は圃場の土壌肥沃度とも密接に関係するため、全国レベルでの
網羅的な土壌肥沃度の把握と、適切な施肥設計のための収量維持に必要な施肥量と実際の施肥量の把握が
必要である。適切な施肥設計がないまま化学肥料の投入削減が実施された場合、或いは化学肥料の調達不
足を想定した場合の収量変化を予測することは、農業資材の調達に支障が出た場合の食料安全保障戦略の
立案において重要である。利用できる肥料の量が少ない場合の、主要作物の将来収量低下を定量予測するよ
うな包括的・全国規模の予測研究が必要であると考えられる。

【気候変動による作物収量変化予測】
IPCCで気候変動の影響、適応、脆弱性に関する情報を統括しているワーキンググループ2において詳しい

情報が整理されている。2022年2月に発表されたIPCC第6次評価報告書（Sinth Assessment Report：
AR6）「気候変動2022：影響、適応、脆弱性」では、作物の収穫量予測モデル（作物モデル）による、気
候変動の影響予測が紹介されているa24）。報告書によると、今世紀末までに、どの温室効果ガス排出シナリ
オにおいても、トウモロコシの収量は大幅に減少し、コメは大きな変化がなく、大豆は高排出シナリオにおい
ては増収する可能性もあるが、予測の振れ幅が大きい。小麦も世界各地で減収傾向となるが、アフリカやア
ジアを除き、トウモロコシよりは減収の程度が小さいことが予測されているa24）。この収量予測モデルにおい
ては、高濃度CO2 が光合成の基質となって成長が増進する効果については考慮していないため、この予測の
精度は必ずしも高くない可能性がある。

グローバルで取引される大量の作物は、極めて限られた供給地から世界各国へと輸出されており、これら
の供給地での収量の変動は価格変動に直結する。また、取引される作物の大半が飼料として消費されている
ことから、畜産物価格にまでも影響する。作物供給量変動の長期予測が可能になれば、その予測結果を、輸
入国側は調達戦略に、輸出国側は作物種の変更や気候変動に適応した品種の開発などの供給戦略に活かす
ことができる。従って、気候変動による作物収量への影響予測は農学分野においても、極めて重要な研究開
発トピックであり、世界各地で収量予測モデルの精度を高める研究開発が進められている。

2025年には、世界12,658地域・6主要作物の長期データを用い、生産者による気候変動への適応効果
を実証的に推定した研究成果も発表されているa25）。この論文によると、地球平均気温が1℃上昇するごとに、
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世界の作物生産は年間5.5×1014kcal減少し、これは1人あたり1日約120kcal（推奨摂取量の4.4%）に
相当する。適応と所得増加により、2050年には損失の23%、2100年には34%が緩和されるが、コメを除
く主要作物では大きな損失が残る。影響は貧困地域だけでなく、現在の主要穀倉地帯にも及び、世界の食料
安全保障のためにはさらなる技術革新や適応拡大が必要であることを示唆するものとなったa25）。

（B）省資源生産
日本の肥料自給率はほぼゼロa16）であるため、近年、肥料原料価格が乱高下しがちであることを踏まえると、

省資源農業を目指す研究開発は、農業生産のコストを引き下げて適切な価格で食料を供給するという観点か
ら、食料安全保障に資する研究開発であると言える。食料生産に関わる資材では、燃料も自給率ゼロである
ため、食料生産におけるクリーンエネルギーの利用推進や省エネ技術の革新は重要な課題であるが、この課
題については、食料供給に特化しない広範な技術課題が幅広く存在するため、別の機会に取り上げることと
する。

肥料・農薬・飼料などについて資源循環を高め、輸入依存を低減することは、地政学リスク等に翻弄され
て乱高下しがちなグローバルマーケットから受ける影響を少しでも軽減し、食料生産に関わる資材のより安定
な調達につながる。食料生産を省資源化する取り組みについて、作物肥料と農薬、家畜飼料、水産飼料の項
目に分けて事例をいくつか紹介する。

B-1. 作物肥料と農薬
作物肥料の主要成分は窒素、リン酸、カリウムである。中でも窒素肥料の投入量は収量と比例関係にある

ことが多いため、窒素肥料の確保は収量を確保する上で極めて重要である。現在の窒素肥料は化石燃料を大
量に燃焼するハーバー・ボッシュ法により、空気中の窒素をアンモニアに変換して生産されているため、化石
燃料資源を保有する国で生産されていることが多い。ハーバー・ボッシュ法によるアンモニア生成は大量の温
室効果ガスを排出することから、水素キャリアや農業の温室効果ガス排出削減を目的として、低エネルギー型
アンモニア合成に関する研究は大きな注目を集めているa26）。

化石燃料資源を保有しない日本は、ほぼ全ての窒素肥料を輸入しているため、化石燃料に依存しないアン
モニア生成方法を開発できれば、肥料を自給できるようになる可能性が高まる。実用化を見据えた低エネル
ギー型アンモニア合成の研究開発では、電気化学、光触媒、プラズマ触媒、ケミカルルーピングといった技
術分類を挙げることが出来るa26）。

基礎研究の部門では、上記の4分類に相当せず、窒素固定細菌の硝酸還元酵素の機能を模した分子触媒
型アンモニア合成の研究開発も展開されている。東京大学の西林らは、常温・常圧で窒素ガスと水からアン
モニアを合成するモリブデン触媒を開発し、触媒を改良することでこれまでのアンモニア生成速度の世界最高
記録を更新し続けている。2023年には、触媒によるアンモニア生成機構の詳細な解析から、律速段階を特
定し、計算化学を活用した分子設計によって最適化した触媒を開発したa27）。具体的には、触媒分子内のイ
ミド錯体のN-H結合開離エネルギーを低く抑えるよう配位子を改変し、予測に従って合成したところ、新触
媒が高活性を示した。これにより、化石燃料を大量に消費する従来のハーバー・ボッシュ法に代わり、二酸
化炭素をほとんど排出しない次世代型グリーンアンモニア合成技術への期待が大きく高まったと言える。

作物は毎日微量の肥料分を吸収するが、毎日化学肥料を与えるのは労務コストがかさむため、通常は作物
の栽培中の施肥は数回しか行われない。施肥された作物は与えられた肥料を短期間で全て吸収することは難
しいため、多くの肥料分が作物に吸収されないままに土壌微生物によって分解され、二酸化窒素などの温室
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効果ガスとなったり、雨とともに耕地から流出したりする。農業では、この植物が吸収しきれない分量を見越
して施肥を行うため、窒素肥料の投入量は作物が必要とする量よりも多くなり、農家にも地球環境にも高コス
トとなっている。従って、自給率ゼロの肥料資源の節約、生産コスト削減、地球環境保全のどの観点からも、
化学肥料削減は重要な課題である。化学肥料の投入量を削減する技術は、（ア）作物が必要とする量を必要
とする場所に施肥する可変施肥技術（精密農業）、（イ）微生物の利用、（ウ）肥料分が少なくても育つ作物
品種の開発の3つに大別することが出来る。

最も実用化が進みつつ、かつ研究開発も同時並行で進んでいる技術は（ア）の可変施肥である。ドイツ
BASF社がグローバルに展開する精密農業サービスのXarbioでは、Sentinel-1（マイクロ波撮影）や
Sentinel-2（光学撮影）等の人工衛星による画像をもとに、圃場の作物の生育状況を経時的に観察し、圃
場内で生育が遅れている部分について「地力（土壌そのものが持っている作物を育てる力）が低い」と判定し、
地力が低い部分に施肥を勧める。地力データはスマート農機連携により、可変施肥機能付き田植え機や可変
施肥機能付き肥料散布機などにより、重点的に施肥を行うべき場所には多く施肥を行うことが出来る。
Xarbioサービスでは、肥料分のうち、窒素、リン酸、カリウムのどの成分が足りていないか、まで判定する
機能はついていないため、現状では肥料の成分比までを変化させた可変施肥は行うことが出来ない。しかし、
日本で行われた実証実験では10～50%の肥料投入量の削減が可能であったと報告されているa28）。

一方、トラクター等の農業機械に搭載可能な土壌プローブ型センサー（オンザゴー型土壌センサー）で、
土壌有機物、電気伝導率、土壌テクスチャー、圧密度などを走行中に計測し、可変施肥のためのマップ作製
を行う技術（米国、Veris Technologies社）などが実装されているが、土壌プローブ型のセンサーで窒素、
リン、カリウムを即時定量して可変施肥を行う技術については、産学ともに研究開発途上である。オンザゴー
型土壌センサーの最大の難しさは、土壌がきわめて不均質であるため、走行しながら得られる物理的な値か
ら窒素、リン、カリウムなどの肥料成分を安定して推定することに本質的な限界がある点である。水分や有機
物の量が少し変わるだけでセンサーの反応が大きく揺れ、地域や土の種類が変わると別の測定結果になって
しまうため、どこでも同じ精度で測れる技術にすることが難しい。このため、土壌分析室の化学分析に匹敵す
る精度でリアルタイム計測を実現するには、多くの技術的課題が残されているa29）。

続いて、（イ）の微生物の利用を取り上げる。窒素化学肥料の投入量削減を目指す技術として、窒素固定
微生物を利用する方法がある。作物付着型の窒素固定微生物は、付着した作物の極近傍で窒素供給を持続
的に行うため、流出や土壌微生物による分解といったロスが減り、温室効果ガス発生も抑制されることが期
待されている。こうした性質を利用して、化学肥料依存の緩和に寄与し得る新たな技術オプションとして、作
物付着型窒素固定微生物が近年大きな注目を集めている。マメ科植物に共生する根粒菌もマメ科植物に窒素
を供給するが、マメ科植物にしか共生できず、また、根粒という特殊な器官を形成する必要があるため、マメ
科以外の作物に根粒菌を利用する技術を開発するには高い壁が存在する。一方、作物付着型窒素固定微生
物は、根粒菌のような特殊な器官を形成せず、作物に付着しているだけなので、幅広い作物種に応用可能で
あるという点でより実用的な選択肢であると考えられている。

作物付着型の窒素固定微生物の活用例としては、米国Pivot Bio社の微生物資材、PROVEN®40がある。
PROVEN®40は窒素肥料存在下でも窒素固定活性を維持するよう遺伝子組換えではない遺伝子制御された
微生物資材であり、従来の固定菌が肥料濃度上昇で機能停止する課題を克服した点に特徴がある。トウモロ
コシなどの作物で収量向上が報告され、微生物肥料の実用化を進める代表的事例となっている。日本の
TOWING社の「宙炭」も、付着型窒素固定微生物を活用した農業資材の一例であり、20～50%の化学肥
料投入量削減が可能である。宙炭は地域の未利用バイオマスを炭化して得られる多孔質バイオ炭に、土壌由
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来の有用微生物群を選抜して付着・定着させることで、窒素固定を含む土壌中の栄養供給機能を高める設計
となっている。このバイオ炭は微生物の生育を支える安定した棲息空間を提供し、施用後は作物根圏周辺で
微生物活性が高まることで、化学肥料への依存を低減しつつ、土壌の肥沃度を改善する効果を発揮する。ま
た、炭化材による炭素貯留を通じて温室効果ガス削減へも寄与し、土づくりの高速化を可能にする点が特徴
である。

いずれの場合も、微生物資材による窒素肥料供給は化学肥料を100%代替できるものではなく、20～
50%程度の範囲の窒素分の代替供給が可能であるが、その代替量は土壌、気象、作物管理、作物品種など
の諸条件に左右されることに留意する必要がある。付着型窒素固定微生物は、極めて酸素濃度の低い環境で
しか生育できないことと、生育している土壌中のアンモニウム濃度が高いと窒素固定能を発揮しないa30）ため、
化学肥料との併用が難しいという難点がある。カルタヘナ法に抵触しない方法で、土壌中のアンモニウム濃度
が高くても窒素固定能を発揮するような系統を作出する等の工夫が必要であると考えられる。

一方、水稲においては水に浸かっている期間が長いという特異な環境を反映して、水稲が特定の微生物と
の共生関係を築き、化学肥料ゼロでも化学肥料投入水田に比べ6～7割の収量を得ることが可能であること
が知られている。最近、こうした無施肥水田で水稲の根圏に生息する窒素固定微生物について長期的な大規
模解析が行われ、水稲の生育段階に応じて優占する窒素固定菌が変化し、また土壌の栄養条件に応じて根圏
で選択的に濃縮される菌群があることが見いだされたa31）。こうした水田窒素固定菌群と作物とのクロストー
クを解明し、合成微生物叢を設計することで水田の化学肥料削減につながるものと期待されている。

最後に、（ウ）肥料分が少なくても育つ作物品種の開発例を紹介する。窒素肥料の削減については、窒素
肥料の利用効率が高い作物の作出も行われている。前述のように作物に与えた窒素肥料は、作物が短期間で
全てを吸収することが出来ないため、土壌微生物によってアンモニアが硝酸を経て温室効果ガスである二酸化
窒素に変換され、大気中に放出される。イネ科の植物には、このアンモニアを硝酸に変換する微生物の増殖
を抑制する抗生剤を根から分泌する機能、生物的硝化抑制（Biological Nitrification Inhibition：BNI）
能があることが知られている。2021年、日本の国際農林水産業研究センターのスバラオらは、野生種に近い、
BNI機能を持つコムギから、BNI機能を増強する遺伝領域を特定し、交配によって実用小麦品種にBNI機能
を持たせたところ、通常の半分の量の窒素肥料でも、収量を維持できたことを報告したa32）。2024年から4
年間の計画で、メキシコの国際トウモロコシ・小麦改良センター（International Maize and Wheat 
Improvement Center：CIMMYT）がリーダーとなって、デンマークのノボ・ノルディスク財団から3億円
強の投資を受け、トウモロコシや小麦、ソルガムなどのイネ科作物でBNI機能を持つ品種の実用化研究を展
開している。

リンについては、高濃度にリンを含むリン鉱石（高品位リン鉱石）が算出する場所は地球上でも限られた地域
であり、世界中の国がこの限られた地域から高品位リン鉱石を輸入して肥料に加工して使用している。含有する
リン濃度が低い低品位リン鉱石は高品位リン鉱石よりは広い範囲に存在するが、含有するリン濃度が低く精
製にコストがかかるため、現在のところ産業用途にはほとんど用いられていない。国際農林水産業研究セン
ターのサリオウらは、低品位リン鉱石と作物残渣・根圏土壌を用いて発酵させたリン鉱石土壌添加堆肥が、化
学肥料並みを開発した成果が報告し、この低品位リン鉱石を低コストで効果的に活用する方法を開発したa33）。
リン鉱石と根圏土壌を添加した堆肥において、リン酸塩を溶けやすくする微生物量が遺伝子量で約2.4倍、酵
素量で約2.3倍に増加し、ソルガムを用いた実証試験では従来の堆肥に比べ1.5～1.7倍の収量を示し、現地
での実証実験では化学肥料と同等の増収効果を得たa33）。本研究は化学肥料が普及していないアフリカでの
作物増産を志した研究ではあるが、高品位リン鉱石の供給が停滞するような状況では、様々な場所で活用可
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能であると考えられる。

省資源生産の観点からは、農薬の使用量を減らす取り組みも盛んである。特に化学農薬の削減は、地球環
境の持続可能性向上にも寄与するため、農業の持続可能性向上という観点から長期的な視野では食料安全保
障にも貢献する。

連作障害の主要因の一つである、線虫による農業被害は全世界で年間数十兆円にも上るa34）。現状では燻
蒸剤によって線虫を駆除しているが、この殺虫剤は環境負荷が高い。線虫が植物の根に寄生するメカニズム
については、熊本大学の澤らによって、植物寄生線虫を作物の根に誘引する役割を担う誘引物質の同定 a35）や、
線虫が植物から栄養分を獲得するために植物に分泌させるペプチドの同定 a36）などが進んでいる。誘引物質
については、人工的に合成した誘引物質で作物の根が存在しない場所に線虫を誘導し、宿主に到達できない
線虫を餓死させるなどの利用方法が考えられる。

防御薬剤の低減という視点では、狭い波長範囲だけを照射するUV-B光による植物免疫制御技術にも注目
が集まっている。この技術は2010年代にモデル植物シロイヌナズナから得られた知見 a37）をベースとして、
2020年代に入ってから施設園芸を中心に、様々な作物において実用化が進められている。特定波長だけの
LED照射が可能な技術を持つ日本の日亜化学は、大阪公立大学との共同研究により、特定波長の光刺激が
免疫関連遺伝子群を選択的に活性化し、防除薬剤の低減につながる可能性を示したa38）。2024年3月から
病害虫抑制効果のある308nmUV-B LEDが量産化され、ハウス栽培のイチゴなどで活用されている。また、
弱いUV-B照射が植物のストレス記憶を形成し、実際に乾燥や高温などにさらされた際にストレス耐性を発揮
することが報告されておりa39）、化学農薬削減のためにはUV利用は重要な技術要素になっていくと予想される。

B-2. 畜産飼料
畜産分野では、より少ない飼料でより多く畜産物を得る（飼料利用効率の向上）ことで、単位生産量あた

りの省資源化を図る研究開発が展開されている。2021年には地球上で生産される穀物の4割弱が畜産飼料
として消費されておりa40）、飼料利用効率を上げることで畜産に必要とされる飼料の増加を抑制することは、
畜産物の安定供給を考える上でも重要な取組みと言える。具体的には、精密畜産（Precision Livestock 
Farming：PLF）や自動給餌・ロボティクスの導入、飼料改良などを組み合わせることによって、飼料、水、
エネルギーや労働力といった資源の削減と、持続的な生産性維持の両立を目指した研究開発が進行中である。

PLFは、畜舎の映像解析、加速度センサー、音響センサー等から得られたデータをリアルタイム処理し、
個体識別、給餌量自動計測、採食回数、反芻行動、体重変化、疾患リスク等を感知して過剰給餌の削減、
疾病の早期検知、飼料効率の向上等に貢献するa41）。様々なセンサーからの情報を統合して家畜の行動を分
析したり、疾患リスクを判断したりする過程では、機械学習の活用が進んでいるa42）。家畜の摂食行動をリア
ルタイム映像から機械学習を活用して分析し、各個体の飼料摂取量の予測が可能であることが報告されてい
るa43）。また、個体識別機能付き自動給餌機を用いた研究では、各ブタの成長・摂取量データに基づき毎日
アミノ酸要求量を推定して配合を変えることで、従来の給餌法と比較して、タンパク質・リジン供給量を約7
〜27%削減しつつ増体を維持でき、窒素排泄や環境負荷・飼料コストを大きく減らせることが示されたa44）。

高消化性飼料の開発や、腸内微生物制御に効果を発揮する飼料添加物の開発も進展している。まず、高消
化性タンパク飼料素材の観点からは、微生物バイオマスや副産物由来の高消化性プロテイン飼料原料を開発
し、高消化性飼料を用いることで、同じ生産量に対する粗タンパク供給量を減らしつつ排泄窒素を削減するこ
とで、環境負荷低減が可能であることが報告されているa45）。
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ウシやヒツジ、ヤギなどの反芻動物が強力な温室効果ガスであるメタンを排出するため、畜産の地球環境
負荷低減を目指して、畜産メタンの排出を抑制する研究開発が進んでいる。その代表例としては、反芻動物
用メタン抑制剤3-nitrooxypropanol（3-NOP）を挙げることができる。乳牛への3-NOP給与によりメタン
排出を約30%低減し、かつ乳量や飼料摂取量には悪影響がないことが示されたa46）。論文報告から6年後の
2021年、オランダのDSM社から乳牛用メタン排出抑制剤、Bovaerが発売され、ブラジルとチリを皮切りに
順次世界展開されている。

こうした畜産の地球環境負荷低減に資する技術は、長期的な視点からは、畜産物の持続可能な供給を支え、
グローバルレベルでの食料安全保障につながる技術開発課題である。

B-3. 水産飼料
水産分野での省資源化は、養殖におけるスマート養殖技術を中心に進展している。スマート養殖では、ス

マート養殖に適した養殖魚の育種と、そうした品種の養殖に最適化され、コストカットを実現する精密給餌シ
ステムの開発が進んでいるa47）。

養殖に適した魚類の品種改良と給餌技術の進展は、近年の養殖業の高度化を支える中核的要素である。ま
ず品種改良では、遺伝学・ゲノミクスの発展により、成長速度、餌効率、病害抵抗性、環境耐性を高めた系
統の育成が急速に進んでいる。とくに選抜育種とゲノム選抜を組み合わせた手法は、サケ科魚類、ティラピア、
コイなど主要養殖種で高い成果を挙げ a48）、従来よりも短期間で改良効果を実現している。また、極端な水
温変動や低酸素など、気候変動下で顕在化する環境ストレスに耐える新系統の育成も進められ、安定生産に
直結する技術として重視されているa49）。

給餌技術では、自動給餌機の進化が特に顕著である。従来の時間制御型から、カメラ映像や音響センサー
に基づいて魚群行動や摂餌状況を解析し、最適な量とタイミングで給餌するAI搭載型へと進化したa50）。こ
れにより餌料の無駄が減少し、餌料費削減、成長促進、残餌抑制による水質悪化防止が可能になっている。
さらに、改良品種の特性に合わせた精密給餌が可能となり、遺伝的ポテンシャルを最大限に引き出す管理が
求められている。加えて、IoTによる水質・行動データの統合管理が、給餌制御と連動する、データ駆動型
養殖を支えつつあるa51）。これらの技術は、生産効率と環境持続性の両立を可能にする基盤として、今後の
養殖産業の競争力強化に不可欠である。

上述のように、養殖魚の育種はスマート養殖において重要である。東京海洋大学の吉崎らによる代理親魚
技術 a52）は、この育種を加速する技術として、世界的にも注目されているa53）。この代理親技術は、成長の
遅い高価値な魚種の生殖細胞を、成長の早い小型魚種に移植して目的種の卵や精子を得る画期的手法であり、
世代時間を大幅に短縮して効率的な選抜育種を可能にする。また、大型魚種の育種に伴う飼育コストを削減
し、小規模設備でも改良系統の造成が可能となる点で産業的意義が大きい。さらに、生殖細胞の保存と再生
産が可能となるため、絶滅危惧種を含む遺伝資源の保全にも応用できるa54）。これらの要素が相まって、代
理親技術は魚類育種の速度、柔軟性、経済性を根本から高める基盤技術として評価されている。

また、現在、養殖飼料は魚粉が使われているが、魚粉価格の高騰、野生魚資源への依存リスク、環境負荷
低減要求の強まりがあり、国際的にも魚粉を代替する養殖飼料の開発が注目を集めているa55）。欧州では、
サケ・スズキ目を中心に昆虫ミール、微生物タンパク質、単細胞タンパク質の大規模実証が進んでいるa56）。
北米では、メタン発酵由来の単細胞タンパク質や藻類バイオマスを用いた配合飼料が開発され、代替原料の
ライフサイクル評価（Life cycle assessment：LCA）に基づく低環境負荷飼料の研究が加速しているa57）。
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魚粉に依存しない飼料の開発は、野生魚資源への負荷を減らし、価格変動リスクを抑えるとともに、国内外
で調達可能な多様なタンパク質の利用拡大を可能にする。さらに、魚粉代替による栄養組成の最適化と加工
技術の改良により、成長性能や肉質を維持しつつ環境負荷の低減を図り、気候変動下の安定生産を通じて食
料安全保障に資する基盤技術である。

（C）生産力の向上（省力生産、環境負荷削減）
農畜水産物の生産性を大幅に高め、労働力不足や環境制約下でも安定した食料生産を可能にする技術基

盤の構築も、食料安全保障に直結する。この章では、生産力向上に資する技術分野として、農作物の生産基
盤となる光合成の革新、環境条件に左右されない生産を実現する植物工場、水産養殖における成長速度向上、
複数の課題を同時に解決に導くスマート農業について触れる。

C-1. 光合成の革新
光合成はあらゆる農産物の生産性の基盤であるため、その活性向上にグローバルな注目が集まっている。

光合成活性向上に関する世界的な研究プログラムとしては、まず、ビル＆メリンダ・ゲイツ財団が支援する、
Realizing Increased Photosynthetic Efficiency（RIPE）が挙げられる。 RIPEは2012年から継続する
長期プロジェクトであり、総額70百万ドル程度（約100億円）の支援を受け、光合成を担う酵素がCO2 の
代わりに酸素と反応することで植物がCO2を排出してしまう、光呼吸による光合成効率低下の抑制 a58）、強
光条件下で光を熱エネルギーに変換して葉緑体を保護するNon-Photochemical Quenching（NPQ）機
能の改良a59）など、主として基礎研究の領域で目覚ましい成果を上げてきた。

同じくビル＆メリンダ・ゲイツ財団が支援する、C4 Rice Project は国際稲研究所（International Rice 
Research Institute：IRRI）が主導するプロジェクトで、2008年に開始し、現在では国際共同研究によっ
て基礎研究を中心に様々な研究成果を報告している。 C3光合成とは、稲、コムギ、大豆などの多くの作物が
用いる光合成システムであり、CO2 固定の最初の産物が炭素（C）を3つ含む有機酸であることに由来する。
しかし、CO2 固定を担うRubiscoが酸素とも反応するため光呼吸が起こり、特に高温・強光下では光合成効
率が低下する。一方、トウモロコシやサトウキビが用いるC4光合成では、葉内にメソフィル細胞と維管束鞘
細胞の役割分化があり、細胞内のCO2 濃縮機構によって光呼吸を極めて低く抑えるため、光・温度ストレス
下でも高い光合成能力を発揮する。 Ermakovaらは、C4光合成の生化学経路を構成する複数の酵素群を、
わずか1つの遺伝子コンストラクトでまとめてイネに導入することに成功したa60）。本研究では、C4光合成を
担う主要な酵素の発現がイネで安定して誘導され、それらが代謝的に機能することが確認された。これは、
C4経路の部分的な再構築に必要な酵素群を植物体内で同時発現させる技術的課題を克服した点で大きな前
進であり、C3作物を高効率C4型へ段階的に転換するための重要な基盤技術と言える。

また、米国エネルギー省（Department of Energy：DOE）主導で光合成、バイオマス生産、代謝変換
を統合して高付加価値バイオ製品を生み出す技術基盤を構築する目的でCenter for Advanced Bioenergy 
and Bioproducts Innovation（CABBI）が2017年に約115百万ドル（約170億円）で創設されている。
CABBIから報告されている光合成効率向上に関する著名な成果としては、光合成効率向上に資する遺伝資源
の同定 a61）などがある。

日本でも光合成能力の向上に関するユニークな研究開発が進んでいる。東京大学の矢守らは、2025年、
アントラキノン類が強光ストレスによる光合成能力の低下を抑制することを見いだし、植物体に散布すること
でトマトやレタスの収量向上につながったことを報告したa62）。光合成でCO2 固定を担う酵素（Ribulose-1,5-
bisphosphate carboxylase/oxygenase：Rubisco）の活性は低いため、Rubiscoの改良は光合成効率向
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上を目指す上で重要なポイントである。 Rubiscoの遺伝情報は葉緑体ゲノムにコードされているが、これまで
葉緑体ゲノムの改変技術がほぼなかったため、分子生物学的なRubisco改良を試みた例は極めて少ない。近
年、葉緑体ゲノムのゲノム編集が可能になりa63）、実用化のための技術も集積してきたため、今後は、葉緑体
ゲノム編集によるRubisco改良を通じた光合成活性の向上に関する報告が増加することが予想されるa64）。

C-2. 植物工場：環境変化に左右されない安定した生産のための基盤技術
気候変動の進行により、干ばつや極端高温などの異常気象が頻発し、IPCC AR6では、作物生産の損失頻

度は20世紀中盤以降増加していると報告されているa65）。グローバルにおいても露地栽培に依存した従来の
農業は安定的な生産が困難になりつつある今、環境条件を精密に制御できる施設園芸、特に人工光を用いた
植物工場は、長期保存の効かない青果物の安定供給を確保するための重要な選択肢となりつつある。植物工
場は気温、光、湿度、二酸化炭素濃度を最適化できるため、外部環境に左右されない高い生産性と品質を
実現し、気候リスクの増大に対する強靭な食料供給システムの構築に寄与することが期待されている。また、
植物工場は従来型農業よりも用水量が大幅に少なく、排液の再利用や栄養分の循環が可能であるため、資源
を無駄にしない生産方式としての発展も期待される。ビル内や都市部の空きスペース、砂漠など耕地の確保
が難しい地域での食料生産の場となる可能性も秘めており、多様な意義がある。一方、照明や空調などのエ
ネルギー消費によるコスト高が実用化を拡大する壁となっており、企業や産学連携での研究開発が進められて
いる。このように、植物工場の研究開発は、植物工場からの安定食料供給に加え、植物工場での生産システ
ムをグローバル展開するという観点からも、食料安全保障を支える戦略的技術開発として位置付けることがで
きる。

現在の人工光型植物工場は発光ダイオード（light-emitting diode：LED）照明を利用しており、LEDでは
屋外圃場の太陽光レベルの強光を再現できないため、商用栽培として成立しているのは、弱光条件でも生育
が可能なレタスなどの葉物野菜に限られている。一方、屋外圃場では光強度、CO2 濃度、葉面温度、湿度が
絶えず大きく変動しており、こうした変動環境下では光合成活性が著しく低下することが報告されているa66）。
これに対して、人工光型植物工場では各種環境パラメーターを一定に制御できるため、作物によっては圃場
環境を上回る収量を実現し得る。従来、強光を必要とするトマトや枝豆は人工光型植物工場での栽培は困難
と考えられてきたが、根が常に空気と栄養液の両方に触れられる溶液膜栽培（Nutrient Film Technique：
NFT）を採用し、全ての葉が均等に光を受けられるように設計した植物工場では、圃場を上回る収量が得ら
れることが示されているa67),a68）。このような人工光型植物工場で生産されたトマトや枝豆は、食味や栄養成
分の点でも、安定して圃場レベルを上回っていたa67),a68）。こうした成果は、葉1枚ずつの光合成活性を丹念
に計測し、光合成活性を最大化させる環境条件を構築した結果得られたものであるため、光合成研究の発展
形という側面もあり、光合成研究の重要性を示す好例である。

植物工場の弱点であるエネルギー消費については、エネルギー消費モデルを構築し、植物工場の持続可能
性向上に向けた技術開発の方向性を模索する取り組みが続いている。例えば、植物工場が従来の圃場での農
業や温室に比べてどのようにエネルギー消費と資源利用効率を改善できるかを体系的に分析した例があるa69）。
この例では、照明、空調換気設備、CO2 供給、水循環など主要要素をモデル化し、LED技術革新と環境制
御の最適化によってエネルギー消費を大幅に低減できる可能性が示されている。

C-3. スマート農業
作業の効率化に加え、投入する肥料や農薬の削減、農産物の品質と収量向上、地球環境負荷の削減といっ

た、複数の目標の同時達成を目指すスマート農業は、少ない労働力で収量を維持し、経営を改善させること
が鍵となる日本の食料安全保障においても重要な技術項目である。スマート農業とは、データを駆使した単
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純な機械化を推進するものではなく、時に拮抗するように見える様々なパラメーターを最適化することで、多
項目の目標達成を目指すものである。詳しい解説は2025年12月公開予定の「研究開発の俯瞰報告書　ライ
フサイエンス・臨床医学分野～領域別動向編～（2026）L2.03　スマート農林水産業」の項目a70）を参照
されたい。

ここでは、フィールドフェノミクスの活用によるフードロス削減と農家利益最大化の研究開発例を挙げる。
圃場で栽培されるブロッコリー個体を対象に、ドローンによる作物の撮像とAIによる画像解析を組み合わせ
ることで、圃場内の全個体の花蕾サイズを非破壊・自動で推定し、収穫適期や規格外の発生を予測するワー
クフローを確立したa71）。ドローンによる全個体空撮を2年間継続して行い、AIを活用した画像解析を組み合
わせることで、ブロッコリーの花蕾サイズを高精度（2～3 cm以内の誤差）で推定でき、気象データと組み
合わせることで約10日後まで個体単位でのサイズ分布の時系列推定が可能になった。さらに、ブロッコリー
の全個体のサイズ変化と、サイズごとの出荷価格を組み合わせ、全個体を収穫したと仮定したときの総出荷
価格を日毎に計算すると、収穫日が1日変わるだけで規格外が最大約5%増加し、収入が最大約20%減額す
ることも判明した。このシステムを用いて収穫日を決定することで、規格外野菜の割合を最小化し生産者の収
入を増やす可能性が示され、全個体の大きさを測定するというシンプルな技術が、規格外野菜を減らし、収
入の向上と環境負荷の低減という一挙両得につながることを示唆しており、環境負荷と高品質化などを同時
に追求するスマート農業の研究開発の好例であるa71）。

C-4. 水産養殖における成長速度向上
動物性タンパク質の需要が増える中、高タンパクで低脂質、必須アミノ酸やオメガ3脂肪酸（EPA・

DHA）を多く含み、健康志向によく合致する魚介類の消費が、グローバルレベルで伸びている。消費拡大を
続ける魚介類の供給を支えるのが、水産養殖技術とその革新である。特に、養殖魚の成長速度向上を目的と
した研究開発が、ゲノム編集・選抜育種・環境制御技術の三領域で大きく進展している。

養殖魚のゲノム編集では、京都大学の木下らがCRISPR/Cas9によりマダイの筋肉量の増加を抑制する因
子であるミオスタチン遺伝子を標的破壊し、骨格筋成長の抑制を解除した結果、筋線維径の肥大と筋量増加
が得られたa72）。ゲノム編集により作出された個体では、同齢の対照群に比べて筋肉量が顕著に増え、体長
は短縮する一方で、全体重に占める可食部の割合が増加した。また、同じ量の飼料を投入量しても、ゲノム
編集により作出された個体の体重増加は大きく、得られる可食部も多いことから、飼料利用効率が向上し、
生産性が向上したと言える。ミオスタチン遺伝子の破壊は安定に次世代へ伝達され、形質の固定化も可能で
ある点が確認され、魚類における成長関連遺伝子改変の有効性を示した技術的成果と言えるa72）。このマダ
イのゲノム編集の技術基盤は、2014年にメダカを用いて確立された魚類におけるゲノム編集技術 a73）である。
ゲノム編集マダイは2021年、京都大学発のベンチャー企業、リージョナルフィッシュ社から厚生労働省にゲノ
ム編集技術応用食品及び添加物の食品衛生上の取扱要領に基づく届出がなされ、市場での流通が可能になっ
ており、オンラインでの販売が行われている。国内初のゲノム編集魚介食品として上市した点で国際的にも先
駆的である。

ノルウェーのサケ・マス養殖ではゲノム選抜技術を用いて成長率と飼料効率を向上させた高性能系統が確
立され a74）、大西洋サケ養殖業では、成長・疾病抵抗性などの主要形質に対して SNPアレイを用いたゲノム
選抜が導入されつつあり、従来の家系選抜よりも高精度に育種価を推定できるa75）ことが報告されている。こ
れらの技術は気候変動下で高成長・高効率な養殖魚を実現する基盤として国際的にも注目を集めている。
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（D）代替生産技術、食品関連技術
様々なタンパク質食品、脂質、嗜好性食品などの多様な食品原料の国内生産を可能にし、調達の選択肢を

拡大するとともに、食品の品質向上やフードロス削減により食料供給全体の強靭性を高めることも食料安全
保障に資する。例えば、現在、日本における自給率が2%しかない食用油脂について、油糧作物から生産す
るには広大な農地が必要であり、山間地が多い日本では農地面積の制約で増産が難しい。一方、藻類を大量
培養する工場設備から供給する、という選択肢が増えることは、海外からの供給が不安定になったときの安
定供給に資する可能性があり、食料安全保障に資すると言える。

従来と異なる方法で食料生産を行う技術は、代替生産技術と呼ばれ、欧米では19世紀末から植物性の畜
肉代替食品の開発が行われてきたa76）。近年では地球環境負荷の高い畜産物の消費を抑制する目的で、欧州
を中心に畜産物代用食品の研究開発が進んでいる。実用化が始まっているものとしては、植物性タンパク質を
使って畜肉のような加工食品を生産する分野である植物性代替肉 a76）、牛乳や卵の成分等を遺伝子組換え微
生物に生産させる精密発酵 a77）、藻類でEPAやDHAなど食品機能成分を高効率に生産するもの a78）、タンパ
ク質を豊富に含む微生物をまるごと粉末にしてタンパク質原料とするもの a79）などがある。開発途上のものと
しては、畜産動物の筋細胞をin vitro で培養する培養肉 a80）、コーヒーやカカオなど気候変動の影響で生産
量変動が激しい農産物を植物培養細胞技術を活用して生産しようとするa81）もの、藻類でパルミチン酸やオレ
イン酸といった食用油脂成分の生産 a82）などが挙げられる。

こうした代替生産技術で生産された食品原料は、そのままでは従来食品の代替とならないため、様々な食
品加工技術の開発も進んでいる。具体的には、畜肉の食感を再現するために3Dフードプリンターを用いる技
術 a83）や、代替生産された原料は使用しないものの、植物性原料のみで鶏卵代替製品を設計する技術 a84）な
どを挙げることが出来る。3Dフードプリンターについては、使用できる食品原料の種類が増え、より複雑な
形状を成型することが可能になっており、食品安全の観点からの議論も活発になってきたa85）。

また、代替食品の嗜好性を高め、従来型食品の食味向上にも資する、美味しさの科学の発展も著しく、ス
タートアップや産学連携による研究開発を中心に、味覚や嗅覚、脳での感覚処理を含めた複合的な研究が急
速に展開している。例えば、飽和脂肪酸を含む植物油を加熱した際の、乳製品や牛肉等に含まれるメチルケ
トンやラクトンといった動物性食品のおいしさを司る香気成分が生成するメカニズムの解明a86）等が進んでいる。
詳しい解説は2025年12月公開予定の「研究開発の俯瞰報告書 ライフサイエンス・臨床医学分野～領域別
動向編～（2026) L2.06 食料・フードテック」a87）を参照されたい。
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